
　議案第３５号

　（総則）

第１条　令和４年度藤岡市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和４年度藤岡市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のと

　おり補正する。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　第１款　下 水 道 事 業 収 益 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 千円 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円 千円 千円

　第１款　下 水 道 事 業 費 用 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 費 用 千円 千円 千円

　　第２項　営 業 外 費 用 千円 千円 千円

　　第３項　特 別 損 失 千円 千円 千円5,324

1,387 76,795

533,984

75,408

55

支　　　　　　出

7,371

5,269

715

令和４年度藤岡市下水道事業会計補正予算（第２号）

（補正予定額） （計）

収　　　　　　入

604,300

330,256

610,447

△ 642 603,658

△ 749 273,295274,044

617,818

107 330,363

534,699



　（資本的収入及び支出）

（科　　　目） 　（既決予定額）

　第１款　資 本 的 収 入 千円 千円 千円

　　第１項　企 業 債 千円 千円 千円

　　第３項　補 助 金 千円 千円 千円

　第１款　資 本 的 支 出 千円 千円 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 千円 千円 千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のとおり改める。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　（１）職 員 給 与 費 千円 千円 千円

△ 29,300 292,612321,912

支　　　　　　出

△ 29,300691,730

350,413

△ 29,300 196,800226,100

662,430

391 350,804

（補正予定額） （計）

収　　　　　　入

△ 28,909 552,386581,295

第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額110,435千円は、当年度分消費税及び地方消費
　税資本的収支調整額6,340千円、過年度分損益勘定留保資金104,095千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　110,044千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額5,414千円、過年度分損益勘定留保資金104,630千円」に改め、
　資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（補正予定額） （計）

52,768 1,528 54,296



（他会計からの補助金）

第５条　予算第１０条中「343,483千円」を「343,981千円」に改める。

　令和５年２月２７日提出

　令和５年２月２７日可決

藤岡市長　　新　井　雅　博　　



　収　　入 　　　　　　（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業収益 604,300 △ 642 603,658

１ 営業収益 274,044 △ 749 273,295

２ 他会計負担金 57,183 △ 749 56,434

２ 営業外収益 330,256 107 330,363

２ 他会計補助金 58,570 107 58,677

　支　　出 　　　　　　（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業費用 610,447 7,371 617,818

１ 営業費用 533,984 715 534,699

３ 総係費 30,963 715 31,678

２ 営業外費用 75,408 1,387 76,795

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 72,203 △ 1,616 70,587

２ 消費税及び地方消費税 3,205 3,003 6,208

３ 特別損失 55 5,269 5,324

１ 過年度損益修正損 55 5,269 5,324

款 項 目

令和４年度藤岡市下水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び収益的支出）

款 項 目



　収　　入 　　　　　　（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的収入 581,295 △ 28,909 552,386

１ 企業債 226,100 △ 29,300 196,800

１ 企業債 226,100 △ 29,300 196,800

３ 補助金 350,413 391 350,804

２ 他会計補助金 284,913 391 285,304

　支　　出 　　　　　　（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的支出 691,730 △ 29,300 662,430

１ 建設改良費 321,912 △ 29,300 292,612

１ 管渠建設改良費 303,484 △ 29,300 274,184

款 項 目

（資本的収入及び資本的支出）

款 項 目



１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益（損失）
　（２）減価償却費
　（３）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（４）長期前受金戻入額
　（５）引当金の増減額　（△は減少）
　（６）受取利息及び受取配当金
　（７）支払利息
　（８）未収金の増減額　（△は増加）
　（９）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（10）未払金の増減額　（△は減少）
　（11）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（12）利息及び配当金の受取額
　（13）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）他会計負担金等による収入
　（３）国庫補助金等による収入
　（４）貸付金償還による収入
　（５）貸付金による支出
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

123,985,528
95,544,547

△ 368,737,575
0

△ 171,937,575

△ 28,440,981

196,800,000

460,000
△ 1,080,000

4,120,362
334,437,617

67,308,246

0
△ 18,876,325

0
146,775,348

0
△ 70,587,000

76,188,348

△ 270,629,733

令和４年度藤岡市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

△ 16,375,746
386,624,000
△ 465,140

△ 271,570,000
△ 2,468,496

0
70,587,000
△ 679,945

（単位：円）



１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　施設利用権
　　　ロ　ソフトウェア

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

（３）　投 資 そ の 他 資 産
　　　イ　長期貸付金

　　　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和４年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

（単位：円）
資　　産　　の　　部

18,424,188

85,059,745
151,963,590

△ 66,903,845

10,536,920,289
17,690,152,333

△ 7,153,232,044

920,838,827
516,167

3,376,921
△ 2,860,754

760,000

760,000

11,561,759,216

892,676,861

895,796,861

3,120,000

12,458,316,077



 ２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

95,544,547

39,672,892
3,977,685
3,200,000
△ 717,000 46,133,577

141,678,124

12,599,994,201



 ３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

　　　固 定 負 債 合 計

 ４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金

　　　　流 動 負 債 合 計

 ５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

29,490

負　　債　　の　　部

4,536,800,481
4,536,800,481

4,536,800,481

341,369,148
341,369,148

408,960
10,370,000
4,009,500

14,788,460

1,513,000
295,000

1,808,000

29,490

357,995,098

10,602,007,338

9,596,610,574
△ 3,889,398,815

5,707,211,759



 ６　資 本 金
　　　　資 本 金

 ７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

1,880,811,461

13,011,951

13,011,951

104,163,451

104,163,451

117,175,402

1,997,986,863

12,599,994,201



　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　令和２年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）　有形固定資産

　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　５０年

　　　　機械及び装置　　　　　　　 　　 ２０年

　　　　車両運搬具　　　　　　　 　　　 ３～５年

　（２）　無形固定資産

　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　　施設利用権　　　　　　　　　　　４５年

　　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　５年

　２　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）　賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

　　の４ヶ月分）を計上している。

　（３）　法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（４）　貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。



Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

　　込まれる額は、４，１２２，０５４千円である。

　２　引当金の取崩し

　（１）　賞与引当金の取崩し

　　　令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として９，４２２千円を支給することとなったため、賞与引当金３，５８８千円を取り崩した。

　（２）　法定福利費引当金の取崩し

　　　令和４年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として２，１１５千円を支給することとなったため、法定福利費引当金

　　６９０千円を取り崩した。

　（３）　貸倒引当金の取崩し

　　　令和４年度において、債権の不納欠損による損失１，１８３千円に充てることとなったため、貸倒引当金１，１８３千円を取り崩した。


